
 

ＪＲ連合 

ＮＥＷＳ 

ＪＲ産業に集う 
すべての仲間の 
ＪＲ連合への 
総結集を！！ 

2023年度 

Ｎｏ．５５ 

２０２３年１２月２６日 日本鉄道労働組合連合会 
 

「2024 年問題」を目前に控える中でのＪＲ産業の課題 

ＪＲ連合は、「2024 年問題を目前に控える中でのＪ

Ｒ産業の課題と要請について」と題して、12 月７日

に立憲民主党、12 月８日に国民民主党、12 月 13 日

に公明党へそれぞれ政策要請活動を実施し、当面す

る政策課題の具体的内容を説明するとともに、解決

に向けた支援を要請した。 

今回の要請では、大きく５点の課題に対する要請

を行った。とりわけ‘物流’と‘建設業’の「2024 年

問題」は、来年４月からの労働時間規制に伴い生じる

ものであることから、貨物鉄道利用促進への政策誘

導や建設業における人財確保の重要性について特に

強調して伝えた。また、「２０２４春季生活闘争」に

おける賃上げも見据え、ＪＲ産業においても運賃等

への‘価格転嫁’が必要であることも強く主張した。 

まず、７日の立憲民主党への要請には、大島敦企業・団体交流委員長、小宮山泰子ネクス

ト国土交通大臣のほか、衆参 30 名の議員が

参加した。意見交換では、参議院国土交通

委員会で理事を務める森屋隆議員から、‘ア

ボイダブルコスト・ルール’をどう考える

か、柔軟な運賃・料金制度を導入するうえ

での表示に係る課題についてどう考える

か、といった質問がなされた。 

８日の国民民主党への要請には、ＪＲ連合国会議員懇談会の会長である榛葉賀津也幹事長、

21 世紀の鉄道を考える議員フォ

ーラム所属の古川元久企業団体

委員長をはじめ衆参 11 名の議員

が参加した。意見交換では、田村

まみ参議院議員から貨物鉄道の

コンテナ規格、竹詰ひとし参議院

議員からは建設業の 2024年問題、

浜野よしふみ参議院議員からは

運賃制度に係る質問がなされた。 

13 日の公明党への要請では、航空連合・サービス連合

との３産別要請行動において、労働局長として継続的に

対応を行っていた里見隆治参議院議員が代表して要請

書を受領した。意見交換では、カーボンニュートラルの

実現に向けて、“ＧＸ経済移行債”を活用したモーダル

シフトができないかといった質問がなされた。 

‘2024 年問題’等の喫緊の課題は、既に国が対策を開

始しているが、それがどう‘ＪＲ産業’に影響するかに

ついて、まずは今回、その理解を拡げることができた。

年明け１月に招集される通常国会では、委員会等の質疑

を通じて具体的対策が深度化するよう、引き続き関係議員との連携を図っていく。 
 

【具体的な課題と要請項目】 

１． 物流「2024 年問題」における貨物

鉄道の積極的な活用 

２． 鉄道設備の保守に係る建設業

「2024年問題」への対応 

３． コスト増を踏まえた適正な価格転嫁 

４． 脱炭素化に向けた鉄道への支援・利

用・促進策の導入 

５． 持続可能な地域モビリティ実現に向

けた実効ある議論の推進 


